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現在 AHP 法を用いた様々な地すべり危険度評価手法が研究されているが，地すべり特

性が地域で異なるため，地域毎に AHP 評価項目を設定する必要がある．本論文では，中

国地方吉備高原面を開析する古生層の斜面において，地理院地図 GSIMaps の地形図と傾

斜量図で不安定斜面を抽出するとともに，14 人の熟練地質技術者により AHP 法を用いて

評価点を設定した．その評価点は現況安全率を設定できる可能性があり，地すべり地形発

達過程に適用すると，地すべり活性期が最も評価点が高くなる傾向が認められた．また衛

星 SAR による絶対値平均変動量とも相関があったので報告する．  

 

キーワード：AHP 法，SAR，安全率，不安定斜面           （IGC：B-09，C-01，E-06) 
 

1．はじめに 

 
現在の急傾斜地崩壊危険区域や砂防指定地，地すべり

防止区域の範囲外でも，多くの不安定斜面が分布し，そ

の適正な評価手法は，まだ確立されてはいない．木村ら

(2023)1)2)は，中国地方吉備高原面を開析する古生層の斜

面において，公開されている地理院地図 GSIMaps の地形

図と傾斜量図で不安定斜面を抽出するとともに，14 人の

熟練地質技術者により AHP 項目評価を行い，評価点を設

定し，リスク評価の 1 次スクリーニングとして 6 段階の

評価点分類を行った． 
本論文では，その AHP 評価項目の中分類で評価点の低

い「リニアメント遭遇数」が，熟練地質技術者において

も設定に差が大きいこと，大規模な地すべりには断層破

砕帯関与がしばしばみられるが，小規模な地すべりには

関与が明確でないこと，リニアメント=断層破砕帯では

ないことなど，熟練地質技術者との議論により，「リニア

メント遭遇数」を削除して AHP 評価点を再構築した．ま

た，地すべり地形発達過程に当てはめて，発達段階での

評価点の変化を検討した．その検討過程を以下の手順で

報告する． (a)国土地理院 GSIMaps 傾斜量図による不安

定斜面の設定，(b)熟練地質技術者 14 人の AHP 法による

斜面安定度の評価，(c)地すべり地形発達過程の安定度の

評価，(d)衛星 SAR 干渉解析による変位速度の評価． 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1「不安定斜面」の分布 
  （国土地理院 GSIMaps 傾斜量図による） 
    地すべり地形分布図 3) の地すべり 
 

 
2．傾斜量図による不安定斜面の設定 

 

中国地方の地形は，吉備高原面に代表される小起伏面

と，それらを開析したＶ字谷の開析斜面に大別できる．
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その開析斜面には，地すべりに準じる不安定斜面が多く

分布するが，典型的な地すべり地形は少なく，多くが地 
すべりに準じるような凸型斜面か凹型斜面などからなる．

それらは地形図のみからは判読が困難ではあるが，熟練

地質技術者が傾斜量図や空中写真判読を併用することで，

推定可能な地すべり性の不安定地形である．当論文では，

準地すべり地形ではあるが地すべり指定地ではなく，災

害予備群の「動いていない地すべり地形」を「不安定斜

面」と定義する． 
研究区域は岡山県南西部で，東西 4km 南北 5km の区

域で，地質は脆弱で破砕質な古生層（泥岩，変輝緑岩な

ど）の夜久野オフィオライトが分布している．山頂は標

高 300~400m の吉備高原面で，河川が 150～250ｍ程度下

刻し，開析斜面を形成し，その斜面に多くの地すべり地

形に準じる「不安定斜面」が分布している． 
図-1 は，木村が空中写真判読を併用しながら，国土地

理院地図 GSIMaps の傾斜量図で，尾根地や窪地など含む

変形地形を経験に基づき主観的に「地すべり地形」を判

読し，5 人の熟練地質技術者で確認し設定した「不安定

斜面」62 箇所の分布図である 1)2)．この分布図には，防

災科学技術研究所の地すべり地形分布図の 24 箇所

(J-SHISMap：2 箇所はブロック統合)3)を含んでいる．た

だし地すべり防止指定地はない． 
 
 

3．AHP 法による斜面安定度の評価 

 

3.1 AHP 法による階層構造について 
階層分析法 AHP 法 (Analytic Hierarchy Process)は，意

思決定の分析法で，主観的判断とシステムアプローチと

の両面から決定する意思決定手法である．1970 年代にト

ーマス・L・サーティによって創始され，数学と心理学

がベースになっている．階層分析法の主な工程は，「(1)
階層構造の構築」，「(2)一対比較」，「(3)ウエイトの計算」，

「(4)総合評価値の計算」である．多数の要素を 2 個毎に

比較していくことで，どちらに重きがあるかを感覚的に

判断し，その感覚的判断を数値化し，重みづけを行い，

総合評価点で表現する手法である． 
中国地方では河野ら(2020)4)が地形や地質などの項目

による AHP 法を適用し，防災科学技術研究所の地すべり

地形を評価し，妥当性を検証している．今回は不安定斜

面の評価を想定し，北海道立総合研究機構・地質研究所

ら(2012)5)による「地すべり活動度評価手法マニュアル

(案)」の項目に準じたが，現地にあわせて修正した. この

AHP 法は木村ら（2023）1)2)で一度まとめているが，その

成果で相関の小さい「リニアメント遭遇数」の中分類（小

分類 4 項目）を削除し，再度，階層構造を構築したのが

図-2 になる．その階層構造は，大分類 3 項目中分類 7 項

目・小分類 28 項目になる． 
図-2 及び表-1,4 の大分類の項目は北海道立総合研究

機構・地質研究所ら(2012)5)による「地すべり活動度評価

手法マニュアル(案)」の大分類と同じである． 
大分類「地すべりの発達段階」を地形に反映した場合，

中分類「地すべり地形明瞭度」になり，その発達過程を

小分類で「形状初期」「形状ややあり」「形状明確」「形状

解体」の 4 段階で区分し，図-2 及び表-3,-6 に示した． 
大分類「地すべり活動の新しさ」を，地すべり地の位

置関係で上部「滑落崖領域」，中間域「移動体内微地形鮮

明度」，下部「移動体舌端部」に 3 区分したのが中分類で，

図-2 及び表-2,-5 に示す．その中分類の地形発達段階に

応じて 4 区分したものが，それぞれの小分類になる． 
大分類「地すべりのポテンシャル」は移動の運動エネ

ルギーに影響する勾配や応力開放に関する項目で，中分

類は 3 区分した．中分類「地すべり全体開放度」は，下

部や側部拘束などの侵食による開放度で，その程度を 4
区分し小分類とした．中分類「移動体下部の勾配」は下

部の傾斜が急なほど不安定であるので，その勾配により

4 区分し小分類とした．中分類「末端の浸食状況」では

河川攻撃斜面の有無などによる 4 区分し小分類とした． 
「一対比較」は 14 人の熟練地質技術者により，9 段階

（5～1/5）の幅で行った．一対の項目に対し，地すべり

の不安定化に関与する程度を比較して，右寄りか左寄り

か，その程度を感覚的に判断した．その「一対比較」の

例として表-1 は大分類，表-2 は中分類，表-3 は小分類

を示す． 
表-1 の「地すべり活動の新しさ」と「地すべりのポテ

ンシャル」の対比では，やや分散していた．表-2 の「滑

落崖領域」と「移動体舌端部」の対比では，近傍のふた

山に分かれた．また「滑落崖領域」と「移動体内微地形

鮮度」の対比では，ややバラツキがみられた．表-3 では

「地すべり形状初期」と「地すべり形状明確」の対比お

よび，「地すべり地形ややあり」と「地すべり形状解体」

の対比で，ピークの最大頻度と中間値にわずかなずれが

あった．必ずしも最大頻度が中間値とはならなかったが，

近似しており，意思決定として中間値を採用した． 
この 14 人の評価では，「斜面下部に関する項目」およ

び「地すべりのポテンシャルの項目」においてバラつく

傾向があり，その「下部の安定度」を重視するか，「全体

の安定バランス」を重視するかで，見解に相違があるよ

うに見られた．その差は熟練技術者の経験の差が反映さ

れた可能性がある．ただ，今回は中間値を採用した結果，

両者の見解をある程度反映し，「下部の安定度」も，「全

体の安定バランス」もある程度考慮した集計になった可

能性がある．試算で「下部の安定度」に重きを置いた配

点の場合も，結果の考察に影響を及ばさない程度のばら

つきで，中間値を見解の集約値と考え，妥当と判断した．      
「ウエイトの計算」の例として大分類を表-4 に，中分

類を表-5 に，小分類を表-6 に示す．大分類で中分類の評

価点を決定し，中分類の値を最大値として小分類の評価

点を決定する．例えば，表-6 の小分類では，比率の列は

1 対比較による対比で 5～1/5 となる．積は比率の積の合

計で，「地すべり形状初期」は 1×0.5×0.33×1＝0.17 となる． 
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図-2 階層構造と AHP 評価点 
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表-1 一対比較・大分類 
 
 
 
 
 
 

 
 

表-2 一対比較・中分類（地すべり活動の新しさ） 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-3 一対比較・小分類（地すべり地形明瞭度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

幾何平均は個数が 4 個なので，積(1/4)で積から幾何平均に

戻す(0.17(1/4)=0.64)．この幾何平均の合計が 4.53 なので，

4.53 を 1 とする比率を出す．中分類の評価点が 13.96 な

ので，最も比率の大きい「地すべり形状明確」0.46 を 13.96
として，他の小分類の項目を比率に応じて点数を案分し，

AHP 評価点を求めた．小分類の最大評価点は中分類の評

価点と等しく，その合計が 100 点になるように案分した． 
図-2 に示す AHP 評価点数は地すべり不安化の程度を

示すので，小分類の最大値を中分類毎に合計すると 100
点になり最も不安定となり，小分類の最小値を中分類毎

に合計すると 19.86 点になり最も安定ということになる．

つまり，19.86 から 100 の間で「不安定斜面」の安定度

を評価することになる． 
 

3.2 AHP 法の評価点と安定度評価 
現地 62 箇所の「不安定斜面」の評価点の頻度分布は，

図-3 のように中間 40～50 点を中心に分布した．現地は

現状で確定変動以上の著しく移動している地すべりはな

く，地すべり防止区域でもない．そのため，「不安定斜面」

とはいえ，道路土工などで設定されている「現在活動し

ていない風化岩地すべりは現状の安全率 Fs＝1.05～1.15」
6)に相当すると考えられる． 

表-4 ウエイトの計算・大分類 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-5 ウエイトの計算・中分類（地すべり活動の新しさ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表-6 ウエイトの計算・小分類（地すべり地形明瞭度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 AHP 評価点数の頻度分布 
 

「動いていない地すべり：Fs=1.05～1.15」の評価は，

高速道路調査会(1985)8)において Fs=1.02～1.21 のデータ

分布の中でほとんどが Fs=1.05～1.15 に分布していたこ

による．現地データもほぼ同様に Fs=1.0～1.20 の分布の

なかで，Fs=1.05～1.15 にほとんどが分布すると考えると，

表-6 のようになる．その場合，AHP 評価点数が 70 点で 
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地すべりの発達段階 0 0 0 0 0 5 8 1 0 地すべりの活動の新しさ

地すべりの発達段階 0 0 0 2 2 2 7 1 0 地すべりのポテンシャル

地すべりの活動の新しさ 0 2 3 4 3 2 0 0 0 地すべりのポテンシャル
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滑落崖領域 1 1 2 2.00 1.26 0.40 21.12
移動体内微地形鮮度 1 1 2 2.00 1.26 0.40 21.11
移動体舌端部 0.5 0.5 1 0.25 0.63 0.20 10.56

合合計計 3.15 1.00 52.79
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左の項目 5 4 3 2 1 1/2 1/3 1/4 1/5 右の項目

地すべり形状初期 0 0 1 1 3 5 4 0 0 地すべり形状ややあり

地すべり形状初期 0 0 0 0 1 5 4 2 2 地すべり形状明確

地すべり形状初期 0 0 3 4 5 1 1 0 0 地すべり形状解体

地すべり形状ややあり 0 0 0 1 2 5 2 2 2 地すべり形状明確

地すべり形状ややあり 0 0 5 4 3 1 1 0 0 地すべり形状解体

地すべり形状明確 2 3 4 4 1 0 0 0 0 地すべり形状解体
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地すべりの発達段階 1 0.33 0.33 0.11 0.48 0.14 13.96
地すべりの活動の新しさ 3 1 2 6.00 1.82 0.53 52.79
地すべりのポテンシャル 3 0.50 1 1.50 1.14 0.33 33.25

合合計計 3.44 1.00 100.00
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地すべり形状初期 1 0.5 0.33 1.00 0.17 0.64 0.14 4.33
地すべり形状ややあり 2 1 0.5 2 2.00 1.19 0.26 8.06
地すべり形状明確 3 2 1 3 18.00 2.06 0.46 13.96
地すべり形状解体 1 0.50 0.33 1 0.17 0.64 0.14 4.32

合合計計 4.53 1.00 30.67

中分類　階層2
地すべり活動の新しさ

左
の
項
目
が
圧
倒
的
に
重
要

左
の
項
目
が
大
変
重
要

左
の
項
目
が
か
な
り
重
要

左
の
項
目
が
少
し
重
要

左
右
が
同
じ
く
ら
い
重
要

右
の
項
目
が
少
し
重
要

右
の
項
目
が
か
な
り
重
要

右
の
項
目
が
大
変
重
要

右
の
項
目
が
圧
倒
的
に
重
要

左の項目 5 4 3 2 1 1/2 1/3 1/4 1/5 右の項目

滑落崖領域 0 2 3 1 3 2 2 0 0 移動体内微地形鮮度

滑落崖領域 0 1 5 2 4 1 0 0 0 移動体舌端部

移動体内微地形鮮度 0 0 5 4 0 2 2 0 0 移動体舌端部

中間値
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表-5  AHP 評価点数区分と安全率 Fs 案 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fs=1.05，30 点で Fs=1.15 と考え，式(1)が導かれる．式

(2)は稲垣ら(2005)7)による開析度による Fs で，式(3)は高

速道路調査会(1985)8)による式を地形要素のみで再構成

した Fs の修正式になる． 
 
AHP 評価点数による安全率             

Fs=(90-A)/400+1              (1) 
  A:AHP 評価点数        

稲垣ら(2005)7)の開析度 D(%)による安全率   
Fs=1+0.007×D             (2) 

高速道路調査会(1985)8)の地すべり地形安定度評価 
の地形項目限定の修正式 
    Fs=1.148+T+D+S±0.05         (3) 

    T:地質年代  
-0.035：第四紀，新第三紀 

        +0.089：古第三紀，中生代 
        -0.038：古生代 
    D：断面斜面形 
        -0.029：凸型斜面 
        +0.047：凹型斜面 
        +0.119：直型斜面 
        -0.061：複合斜面 
    S：遷急線 
        +0.033：遷急線あり 
              -0.106：遷急線なし 
 
図-4は AHP 評価点数と高速道路調査会(1985)8)の式(3)

に現地の不安定地形を当てはめた Fs の分布図と，AHP
による式(1)の Fs の分布図である．式(3)の Fs 分布のほぼ

中央に AHP の Fs 式(1)が分布し，明確な相関があるとは

いえないものの，AHP が大きくなると Fs が小さくなる

調和的な分布を示している．図-5 は AHP 評価点数と稲

垣ら(2005)7)の開析度による式(2)の Fs の分布図と，AHP
による式(1)の Fs の分布図である．式(2)の Fs 分布の中央

部下に AHP の Fs 式(1)が分布し，明確な相関があるとは

いえないものの，AHP が大きくなると Fs がやや小さく

なるわずかに調和的な分布を示している．式(2)の分布の

下位に AHP の Fs 式(1)が位置している理由は，開析度の

設定がやや大きめになったためと推定される．これらか

ら，現在明確には動いていない「不安定斜面」に対し，

AHP 評価点数と式(1)の安全率 Fs は，式(3)などと調和的 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4 高速道路調査会(1985)8)の修正式による Fs 

と AHP 評価点数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5 稲垣ら(2005)7)の開析度による Fs と AHP 評価点数 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 不安定斜面安定度分布図 
 

であり，目安としては，概ね妥当と考えられる． 
 

3.3 不安定斜面の安定度区分図 
表-5 で区分した 62 箇所の不安定斜面の安定度区分図

を図-6 に示した．この区分では AA と E はなく，A が 3
カ所，D が 3 カ所で，大半が B と C であった．  

AHP評価点数A 安定度 目安としてのAHP評価点数とFs案

～10

10～30

30～50

50～70

70～90

90～

C:    僅かに安定

D:       多少安定

B: 僅かに不安定

A:    多少不安定

AA:かなり不安定

E:      かなり安定

-----50　　Fs =1.10

-----70　　Fs =1.05

-----90　　Fs =1.00

-----10　　Fs =1.20

-----30　　Fs =1.15

0    1km 
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図-6 で示すように，緊急度の高い AA ランクの不安定

斜面はないものの，注目すべき斜面の選別ができ，不安

定斜面の調査順位などを選定するうえで，かなり有効な

手法になることが考えられる．A ランクの位置は，今回

の結果では，周辺箇所に集中しておらず，点在している

結果となった． 
また，図-6 は，安全率の順位での整理も可能であり，

調査対策の順位決定にも役立ち，地質リスクの判定にも

有効と考えられる． 
 
 

4．地すべり地形発達過程の安定度の評価 

 

図-2 で示した各階層 3 の小分類の区分は，地すべり発

達過程の順位とほぼ調和的だが，必ずしも一致しない．

そのため，地すべり地形発達史を考慮した区分として細

分したものを図-7 に示した．地すべり発達期を初期，中

期，活性期，後期，解体期の 5 期に区分し，更に 9 段階

に細分した．図-7 での小分類の評価点がない箇所は，左

右の平均値またはどちらかの値を採用した． 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-7 の配置按分について，図-2 で示した(1)～(4)の順

位通りに地すべり初期,中期，活性期，後期に案分したの

が「地すべり地形明瞭度」と「移動体舌端部」「移動体下

部の勾配」で，その細分の 1～8 については，他の地形バ

ランスを考慮し配置した． 
 「滑落崖領域」は，地すべり初期では図-2 で示した「(3)
集水地形勾配化」程度の変状はあると判断し，その後，

滑落崖の発達に伴い(1)～(4)を地すべり中期，活性期，後

期，解体期に案分し，細分の位置は他の地形バランスを

考慮し配置した． 
 「移動体内微地形鮮明度」は，地すべり初期では図-2

で示した変状の少ない「(4)小凹凸微地形不明瞭」程度と

判断し，その後の地すべりの発達に伴い(1)～(4)を地すべ

り中期，活性期，後期，解体期に案分し，細分の位置は

他の地形バランスを考慮し配置した． 
「地すべり全体開放度」は，図-2 の「(4)下部閉塞(ボ

トルネック)」のみが地すべり発達過程とは別の地形要素

であるため除外し，地すべりの発達に伴い(1)～(3)を地す

べり初期，中期，活性期に案分し，細分の位置は他の地

形バランスを考慮し配置した．いずれも全体の地形バラ 

図-7 地すべり地形発達過程 
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図-8 地すべり発達段階と個別項目の AHP 評価点数 
 

ンスを考慮しながら配置し，熟練地質技術者 5 人と確認

した． 
図-7の AHP 評価点の各段階の分布図を図-8に示した．

また図-9 の Fs は，「末端の侵食状況」が地すべり発達過

程に対応しないため除外していたが，算定のため河川に

面するとして「(2)河川または海岸線」に対応させ+8.64
とし追加合計し，Fs を試算した． 

図-8 に示す中分類の「(a)地すべり地形明瞭度」「(b)滑
落崖領域」「(c)移動体内微地形鮮度」については地すべ

り活性期の段階 5 が最も AHP 評価点数が高かった．これ

は，滑落崖を含む地すべり内部地形については，地すべ

り活性期の中間時期が最も不安定という判断があると考

えられる． 
図-8 で示す中分類の「(d)移動体舌端部」「(f)移動体下

部の勾配」については地すべり初期の段階 1～2 が最も高

く，「(e)地すべり全体開放度」については地すべり後期

～解体機の段階 7～9 が高くなる傾向を示した．つまり，

地すべり初期では舌端部に不安定な特徴があり，全体の

開放度は徐々に不安定化していく傾向となっている． 
それらの合計の評価点の安全率は図-9 となり，地すべ

り活性期の段階 5 が最も評価点数が高く，安全率が低い

結果となっている．その値は大きく 3 種類（舌端部地形

変化，地すべり地内地形変化，全体の拘束力）のバラン

スで評価していることが考えられ，地すべり地形発達過

程では複雑に相互影響し，単一の関係ではないことが推

定された． 
 
 

5．衛星 SAR 干渉解析による変位速度の評価 

 

衛星 SAR による地すべり変位については，佐藤ら

(2012)10)，石塚ら(2017)11)，清澤ら(2020)12)などの事例に

おいて，適用が検証されている．ゆるく平坦で広い地す

べりについては入射角の条件が良く，効果的な予測ツー

ルとして期待されている．また，条件が不利な谷部の不

安定斜面においても適用が可能であれば，広く展開が可

能になると考えられる．そのため，吉備高原面を 150～ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図-9 地すべり発達段階の合計 AHP・Fs 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-10 変位速度分布図と不安定斜面 
 

250ｍ下刻して形成されている開析斜面の不安定斜面に

対し適用し検討した． 
データは ALOS-2/PALSAR-2 の 2015/9/2～2022/5/18 ま

での 7 年間の 15 データとし，解析範囲は前述の岡山県南

西部（緯度 34 度 36 分，経度 133 度 21 分～緯度 34 度 42
分，経度 133 度 27 分）を交点とした四角とした． 

解析方法は，SarScape(sarmap 社)を使用し，SBAS（Small 
Baseline InSar）時系列解析を行った．補正は精密軌道補

正，大気補正，高さ補正（PS 地点自動補正）とし，干渉

処理の解析グリッドは 10ｍ×10m とした．また SarScape
による自動取得で GCP(Ground Control Points)を求め，7
年間の平均変位速度Δv(mm/y)を表示した．その分布図を

図-10 に示す． 
図-10 では，衛星軌道がおよそ北から南に移動しなが

ら西方向に照射している関係から，東向き斜面が+側，

西向き斜面が-側に変位する傾向がみられ，全体の変位速

度分布と不安定斜面の変位速度に有意な差は認められな

い．この分布図では不安定斜面を区分することはできな 
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図-11 全ブロック「うごめき量」と AHP 評価点数 
 

いものの，色の濃い変位速度部分も認められ，現在動い

ていないと判断される微細な斜面変動を捉えている可能

性も考えられた． 
地すべり方向は衛星入射方向に対しバラバラである

ので，この観測変位は地すべりの「うごめき量」と考え，

方向性を除外した絶対値で整理する方法を考案した． 
不安定斜面の上中下の 3 地点の変位移動速度の絶対値 

を合計平均した全体平均|Δv|と AHP 評価点との相関を

図-11 に示した．相関の判定は，データ数に依存するた

め r2>4/（n+2）の時に相関があると判定できる 13)．デー

タ数 n=62 であるので，r2=0.1366＞0.0625=4/(n+2)となり，

相関はある程度あると判断された． 
同様の整理を AHPFs に対し行ったのが図-12である．

その相関式は図-13 の式(6)のラインと近似していること

が判る． 
菅原(2003)14)はクリープ性地すべりによる移動速度と

安全率のデータをまとめ，式(4)を示した．また，べき乗

式の式(5)を提案し，その定数 A と n は下記となる． 
Fs=1.0-0.1logv±0.05             (4) 

ここで，Fs：安全率，v：移動速度(cm/d) 
Fs=1/(v/A)1/n                           (5) 

ここで，定数 A=1.01，n=22.7 
今回，そのデータに他のデータ 15)~19)を加え，衛星 SAR 

による「うごめき量」も追加しまとめると，図-13 に示 
すように「うごめき量」は，ちょうど国内のデータの延

長線上に分布していた．この国内のデータの相関式は下

式となる． 
 Fs=0.989-0.0368logv                  (6)  

Fs=1/(v/A)1/n                             (7) 
ここで，定数 A=1.01，n=62.5 
図-13 において，菅原(2003)14)の式(4)は国外のデータが

主体で，国内のデータのみをまとめた式(6)と大きく勾配

が異なる結果となった．ただし，菅原の式も今回の式も

Fs=1，v=1cm/d 付近を通過している点が共通で，べき乗

式では定数 A＝1.01 が同じであった． 

それらの式の比較のため，藤原(1994)20)による伸縮計

の移動速度の指標と，丸山ら(1994)21)による警戒避難の

管理基準値に対し，安全率で比較したのが，表-6 及び図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-12 全ブロック「うごめき量」と AHP Fs 
 

表-6 移動速度と各種基準対比表 

 
 
 
 
 
 
 

 

表-7 各データの c 及び φ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-13 である． 
表-6 では変動 C の潜在変動に対し，式(4)では Fs =1.20

～1.27 で 1.2 以上を示し安定となってしまうが，式(6)で
は Fs=1.06～1.09 であり 1.2 未満で不安定な状況と判断で

きる．菅原(2003)14)の式が潜在～準確定変動レベルの移動

速度において，安全率が Fs=1.2 以上の高すぎる Fs にな

るのは，相関式の勾配が大きいことによる．その理由は

表-7 で示すように，c=0 の強度設定のデータに大きく左

右されているためと考えられる．c=0 の場合，地下水変

動に敏感に反応し，水位低下に応じて安全率が c がある

場合より大きくなるためと推定される．日本での適用は，

逆算法で c とφの両方を考慮するため，式(6)の方が，日

本の安全率の実情に合う設定になっていると考えられ

る．なお，濱崎ら(2016)18)のデータが c=0 でも勾配が小 

式式(6)  Fs=0.989-0.0368logv  v:cm/d 

藤原20）

地すべり区分

警戒避難

管理基準21）
移動量v

(cm/d)

国内の
式(6)

Fs

菅原
の式(4)

Fs
変動C　潜在 0.002 1.09 1.27

変動B　準確定 0.01 1.06 1.20
注意 0.1 1.03 1.10
警戒 1 0.99 1.00
避難 4.8 0.96 0.93

立ち入り禁止 24 0.94 0.86

変動A　確定

項目
斜面
角度

c
(ｋN/m2

）

φ
（°）

Selborne(Cooper1998)菅原(2003)14) 26.6 不明 不明

Salledes(Pouget1985)菅原(2003)14) 10 0 10

St Barbara鉱山(Delia1980)菅原(2003)14) 11 0 11

Jezerka鉱山(Rozsypai1988)菅原(2003)14) 15 不明 不明

Smreka鉱山(Mandzic1988)菅原(2003)14) 30 20 22

(2D)Peltonダム公園V=1;Fs=1(Cornforth1991)菅原(2003)14) 5 不明 不明

(3D)Peltonダム公園V=1;Fs=1(Cornforth1991)菅原(2003)14) 不明 不明 不明

国道328号線(堀1993)菅原(2003)14) 30 不明 不明

高速道路八戸線(藤野1989)菅原(2003)14) 不明 20 9.5

和歌山四万十(宇都ら2011）15) 不明 25 17.9

長野第三紀凝灰岩(石田ら2011）16) 不明 8.5 23.5

群馬崩積土(若井ら2021）17) 不明 5 15

コスタニエック（濱崎ら2016）18)　　【ダンパーモデル】 不明 0 9

三波川帯（木村2022）19) 35 不明 不明

古生層　SAR（木村ら2023）1)2)　 【AHP法+SAR】 30 不明 不明
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Selborne(Cooper1998)菅原(2003)(文献14)

Salledes(Pouget1985)菅原(2003)（文献14)
c=0,φ=10°
St Barbara鉱山(Delia1980)菅原(2003）（文献14)
c=0,φ=11°
Jezerka鉱山(Rozsypai1988)菅原(2003)（文献14)

Smreka鉱山(Mandzic1988)菅原(2003）（文献14）
c=20kN/m2,φ＝22°
(2D)Peltonダム公園V=1;Fs=1(Cornforth1991)
菅原(2003）(文献14）
(3D)Peltonダム公園V=1;Fs=1(Cornforth1991)
菅原(2003）(文献14）
国道328号線(堀1993)菅原(2003)(文献14)

高速道路八戸線(藤野1989)菅原(2003)(文献14)
（逆算法0.95,c=20kN/m2,φ=9.5°)
和歌山四万十(宇都ら2011）
(文献15)c=25kN/m2,φ=17.9°
長野第三紀凝灰岩(石田ら2011）(文献16）
c=8.5kN/m2,φ=23.5°
群馬崩積土(若井ら2021）(文献17)
(逆算法0.97,c=5kN/m2,φ=15）
コスタニェック（濱崎ら2016）(文献18）
ダンパ－モデルc=0,φ＝9°
三波川帯（木村2022）(文献19)

古生層 SAR（木村ら2023）(文献1，2）

菅原(2003)の式(4)(文献14)

国内の式(6)

確定

菅菅原原(2003)14)ののべべきき乗乗式式

Fs＝＝(v/A））-(1/ｎｎ)

A=1.01  n=22.7
Fs=（（v/1.01））-（（1/22.7)

Fs=0.9899v-0.044

c＝＝0ののデデーータタ

菅菅原原(2003)14)のの式式(4)
Fs=1.0-0.1(logv)

国国内内のの式式(6)
Fs=0.989-0.0368(logv)

ｒ2＝0.789

潜在 準確定

注意 警戒 避難 立入禁止

国国内内ののべべきき乗乗式式(7)
Fs＝＝(v/A））-(1/ｎｎ)

A=1.01 n=62.5
Fs=（（v/1.01））-（（1/62.5)

Fs=0.987v-0.016

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

さいのは，ダンパ－モデルの解析のためと推定される． 
 
 

6．おわりに 

 

今回の研究成果として下記の事項を確認できた． 
 

(1) 考案した不安定斜面の AHP 法の評価点は不安定斜面

の順位付けに有効である． 
(2) AHP 法の Fs は，旧日本道路公団の地形による Fs と調

和的であり，比較的妥当と考えられる． 
(3) AHP評価点は地すべり地形発達過程において変化し，

中間の地すべり活性期に最も高くなる傾向が認められ

た． 
(4) AHP 評価点は衛星 SAR による変位速度の絶対値とも

相関傾向が認められた． 
(5) AHP Fs と SAR 変位速度絶対値は，動いていない地す

べりの微細な変動をとらえ，既存の国内地すべりの移動

速度と安全率の相関上に分布し，式(6)が得られた． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
これら不安定斜面は現在も微細に動き，通常では把握

できないレベルだが，将来の地形改変や地震や豪雨など， 
不安化要因の増加により顕在化する可能性が考えられる． 
AHP 法はその事前評価として有効なスクリーニング手

法と考えられる．ただ，14 人の AHP 法「一対比較」で

あるため，より多数の熟練地質技術者や，項目の適正化

や改良により，より精度の高い評価手法になる可能性が

ある．また，今後の課題として，以下の点が考えられ，

検討を進める予定である．  
 

(1) 他の地域や地形での AHP 法の適用． 
(2) AHP 法の項目の再検討や修正． 
(3) 「動いている地すべり」での AHP 法適用の検討． 
(4) 熟練地質技術者の多数の参加による高精度化． 
(5) 推定スベリ層厚との安定度評価． 
(6) 衛星 SAR の絶対値評価での全体分布図評価． 
(7) 移動速度と安全率のデータ蓄積と相関評価． 
(8) AI による自動識別・自動評価機能の導入． 

 

図-13 移動速度と安全率の相関 

衛星 SAR による 
「うごめき量」と 
AHP の Fs 
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